
施策名 施策
コード

二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

0101 － 一般 各種表彰経費 　②
総合政策部が所管する各種表彰に
要する経費

総務課 1,480 1,480 0.0 0.0 0.0 1,480
現状維

持
引き続き、功労者等の表彰を行う必
要があるため。

－ ④ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑥ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

外部との打合せ等の際は、可能な
限りオンラインを活用しているところ
であり、引き続き、ゼロカーボン北海
道及びSociety5.0の推進に向け、同
様の取組を進めていく。

0102 － 義務費 各種審議会運営経費 －
総合政策部が所管する各種審議会
の運営等に要する経費

総務課 12,338 12,338 0.0 0.0 0.0 12,338
現状維

持
－ － － － － － － －

現状維
持

0103 － 義務費 許認可事務等市町村交付金 －

地方自治法に基づく道知事の権限
に属する一部の事務を市町村長に
移譲したことに伴う権限移譲事務交
付金

総務課 8,625 2,200 0.0 0.0 0.0 8,625 現状維
持

－ － － － － － － － 現状維
持

0104 － 一般
総務管理諸費
（各種負担金）

－
施策の遂行上、道が加入している
各種団体への負担金

総務課 39,458 39,458 0.0 0.0 0.0 39,458
現状維

持
引き続き、加入している各種団体へ
負担金を支払う必要があるため。

－ － － － － － － －
現状維

持

0105 － 一般
総務管理諸費
（労働保険料）

－
総務管理上必要な経費（労働保険
料事業主立替分）

総務課 470 0 0.1 0.0 0.1 1,251
現状維

持
引き続き、総務管理上必要な経費
を確保する必要があるため。

－ － － － － － － －
現状維

持

0106 － 一般 知事会等関係費 ②
北海道東北未来戦略会議等の開催
に係る事務など

総務課 3,152 3,152 2.6 0.0 2.6 23,458 拡充
R4年度北海道にて東北知事会を開
催するため、会場使用料等を計上
する必要が生じたため。

－ ④ ② オンラインによる打合せを検討 － ⑦ ② オンラインによる打合せを検討 ○ ② オンラインによる打合せを検討

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

拡充 ○ ○ ○

これまでも外部との会議や打合せ
等の際は、可能な限りオンラインを
活用するなど、積極的に取り組んで
きたが、引き続き、ゼロカーボン北
海道及びSociety5.0の推進に向け、
取り組んでいく。

0107 － 義務費
総務管理諸費
（被服購入費）

－
職員に貸与するための被服購入に
要する経費

総務課 355 355 0.1 0.0 0.1 1,136
現状維

持
－ － － － － － － －

現状維
持

0108 － 事務
総合政策部
総合調整等業務

⑧

・予算・決算、文書管理、議会対応、
職員の服務・給与・福利厚生、物品
の管理に関する事務など
・部の施策の企画及び総合調整、
広報・広聴、陳情・要望等に関する
業務
・部の組織機構、職員の定数管理・
人事及び臨時職員に関する事務、
職員の任免、服務及び表彰に関す
る事務、職員の研修・給与・職員職
員団体に関する事務

総務課 0 0 19.2 0.0 19.2 149,952 現状維
持

引き続き、必要な人工にて業務を遂
行していくため。

－ － － － － － － －

テレワーク環境整備の一環として令
和3年度に5,000台超のパソコンが
一括で整備されることを契機に、今
後のパソコン整備、保守、更新のあ
り方について予算措置も含めて検
討すること

現状維
持

一括購入の方式では後年度負担の
増減幅が大きいため、リース等によ
る負担の平準化も視野に入れて財
政課と協議を進めていく。

0201 - 事務 秘書課総合調整等業務 ⑧

知事・副知事の秘書業務及び日程
調整・資料整理業務、課内の総合
調整、物品管理、皇室・儀式関係事
務、人事等内部管理業務、知事室
長の日程調整、公邸維持管理その
他

秘書課 0 0 12.3 0.0 12.3 96,063
現状維

持
引き続き、秘書課総合調整に係る
事務を継続する必要があるため。

－ － － － － － － －
現状維

持

0202 － 維持費 知事公館維持費 ② 知事公館の維持管理に要する経費 秘書課 11,669 11,669 1.2 0.0 1.2 21,041
現状維

持
引き続き、知事公館維持に係る事
務を継続する必要があるため。

－ ④ ②

委託業者との打合せのリモート化や
資料の電子化により、移動に伴う温
室効果ガスの削減やペーパーレス
化を図る

－ ⑥⑦ ②
委託業者との打合せのリモート化や
資料の電子化により、業務の効率
化・省力化を図る。

○ ②
受託者との打合せのリモート化や資
料送付の電子化により、接触機会を
低減

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

ゼロカーボン北海道、北海道
Society5.0に係る取組の充実のた
め、タブレット端末やオンライン会議
等に必要となる機器の充実・利活用
を図ることで、CO2削減や移動時間
の削減の実効性を高めてゆく。

0203 － 維持費 総務管理諸費（専用車維持管理費） ⑤ 知事、副知事公用車の運行、維持
管理に要する経費

秘書課 1,679 1,679 3.6 0.0 3.6 29,795 現状維
持

引き続き、総務管理諸（専用車維持
管理）に係る事務を継続する必要が
あるため。

－ ③ ② 次世代自動車への切り替えによる
燃費の向上

－ － － － － 現状維
持

○

0204 － 維持費 総務管理諸費（電話維持費） ②
知事公館、特別職公邸等の公用電
話の維持管理に要する経費

秘書課 993 993 0.4 0.0 0.4 4,117
現状維

持

引き続き、総務管理諸（電話維持）
に係る事務を継続する必要がある
ため。

－ ④ ②
タブレットを活用し、オンラインによ
る打合せや連絡調整を実施

－ ⑦ ②
タブレットを活用し、オンラインによ
る打合せや連絡調整を実施

○ ②
タブレットを活用したオンラインによ
る打合せや連絡調整を実施し、接
触機会を低減

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

ゼロカーボン北海道、北海道
Society5.0に係る取組の充実のた
め、タブレット端末やオンライン会議
等に必要となる機器の充実・利活用
を図ることで、CO2削減や移動時間
の削減の実効性を高めてゆく。

0205 - 一般
総務管理諸費（副知事専用車両整
備費）

⑤ 副知事専用車両の更新に要する経
費

秘書課 7,050 7,050 0.5 0.0 0.5 10,955 終了
単年度臨時的経費であるため
（その他専用車両の更新について
は、別途検討）

－ ③ ① 現状で、次世代自動車への切り替
えを行っているため。

－ － － － － 終了

0301 一般
広報活動推進費（広報紙「ほっかい
どう」発行費）

①
道政の動きや施策を道民に周知す
るための広報紙を発行し、配布す
る。

広報広
聴課

118,062 118,062 0.9 1.1 2.0 133,682 現状維
持

道政の動きや施策を道民に周知す
るための基幹広報媒体として、引き
続き発行を行う必要があるため。

－ ①②③④⑤ ①

広報紙でゼロカーボンの政策紹介
を実施済。また、可能な範囲で電話
やオンラインでの取材とするなど一
部実施済。

－ ⑦ ①

広報紙でSociety5.0の政策紹介を
実施予定（10/20）。また、可能な範
囲で電話やオンラインでの取材とす
るなど一部実施済。

○ ① 可能な範囲で電話やオンラインでの
取材とするなど一部実施済。

現状維
持

0302 一般
広報活動推進費（視覚障がい者向
け広報「ほっかいどう」発行費）

①

広報紙「ほっかいどう」を読むことの
できない視覚障がい者などの方々
向けに、広報紙「ほっかいどう」の点
字版及び音読版を発行する。

広報広
聴課

4,573 4,573 0.1 0.2 0.3 6,916 現状維
持

視覚障がい者に対して、道政の動き
や施策を周知するための広報媒体
として、引き続き発行を行う必要が
あるため。

－ ①②③④⑤ ① 視覚障がい者向け広報紙でゼロ
カーボンの政策紹介を実施済。

－ ⑦ ①
視覚障がい者向け広報紙で
Society5.0の政策紹介を実施予定
（11月中旬）。

－ － 現状維
持

0303 一般
広報活動推進費（広報印刷物発行
費）

②

開かれた道政を推進するため、情
報の共有化と道民の道政への参加
を目的として、新聞紙面を利用した
広報を行うとともに、地デジデータ放
送を利用した情報発信を行う。

広報広
聴課

40,505 40,505 0.4 1.3 1.7 53,782 現状維
持

道政の動きや施策を定期的に周知
するめの広報媒体として、引き続き
発行を行う必要があるため。

－ ④ ①
可能な範囲で電話やオンラインでの
打合せとするなど見直しを実施済
み。

－ ⑦ ①
可能な範囲で電話やオンラインでの
打合せとするなど見直しを実施済
み。

○ ①
可能な範囲で電話やオンラインでの
打合せとするなど見直しを実施済
み。

現状維
持

0304 一般
広報活動推進費（視聴覚媒体利用
費）

①

各種視聴覚広報媒体を活用したテ
レビ番組やラジオＣＭにより道政情
報を発信し、道民への積極的な情
報提供を進める。

広報広
聴課

25,748 25,748 0.7 0.0 0.7 31,215 現状維
持

道の重点政策などタイムリーな話題
を知らせるための広報媒体として、
引き続き発信する必要があるため。

－ ①②③④⑤ ①
可能な範囲で電話やオンラインでの
打合せ等を行うなど見直しを実施済
み。

－ ⑦ ①
可能な範囲で電話やオンラインでの
打合せ等を行うなど見直しを実施済
み。

○ ①
可能な範囲で電話やオンラインでの
打合せ等を行うなど見直しを実施済
み。

現状維
持

0305 一般
広報活動推進費（北海道広報・広聴
推進事業費負担金）

②

地域の振興と発展を担う道と市長
会、町村会が一体となり、これまで
北海道広報協会が行ってきた必要
かつ重要性の高い事業について引
き続き実施し、本道自治体の広報・
広聴技術の向上に資する。

広報広
聴課

400 400 0.1 0.0 0.1 1,181
現状維

持

本道の広報・広聴技術の向上のた
め、引き続き実施する必要があるた
め。

－ ④ －

参加型の研究会であるため、対面
での実施が必要であるところ、実行
委員会で協議し、可能な範囲におい
てオンライン開催も含め研修会の実
施を検討したが、感染状況を勘案
し、今年度は開催中止とした。

－ ⑦ －

参加型の研究会であるため、対面
での実施が必要であるところ、実行
委員会で協議し、可能な範囲におい
てオンライン開催も含め研修会の実
施を検討したが、感染状況を勘案
し、今年度は開催中止とした。

○ －
感染状況を見ながら、オンライン開
催も含め研修会の実施を検討した
が、今年度は開催中止とした。

現状維
持

0306 事務 その他広報業務 ①

道政広報係及び広報企画係の事務
総括、北海道戦略広報基本方針の
推進管理、広報重点テーマによる広
報展開、マスメディアへの働きか
け、ロゴマークやキャッチフレーズの
管理・運営、広報技術（日本広報協
会からの情報）の市町村へ提供など

広報広
聴課

0 0 2.6 0.0 2.6 20,306
現状維

持

アナログ広報、ネット系広報の円滑
な実施など、「事務事業」に区分され
ない事務などを行っていく。

－ ①②③④⑤ ①

令和３年度の広報重点テーマ「ポス
トコロナの新たな未来を切り拓く北
海道づくり」の主な項目として「本道
の特性を活かしたカーボンニュート
ラルへの挑戦」を設定し、ゼロカー
ボンの政策について重点的な広報
を実施している。

－ ⑦ ①

令和３年度の広報重点テーマ「ポス
トコロナの新たな未来を切り拓く北
海道づくり」の主な項目として「デジ
タル化の推進による『北海道
Society5.0』の実現」を設定し、
Society5.0の政策について重点的な
広報を実施している。

－ －
現状維

持

0307 事務
情報政策費事務費（インターネット
を活用した情報発信事業）

①

北海道庁インターネット放送局｢
Hokkai・Do・画｣、ブログ｢超！！旬
ほっかいどう｣、北海道庁広報ツイッ
ター、メールマガジンシステムの企
画・管理・運営を行い、北海道の魅
力をPRするとともに、ウェブアクセシ
ビリティ向上を通じて道政及び地域
の情報などを高齢者・障がい者も含
め様々な閲覧者に向け定期的に情
報発信する。

広報広
聴課

0 0 1.7 1.3 3.0 23,430 現状維
持

引き続き、即時性と拡散性が高い
SNS等を活用した情報発信を行う必
要があるため。

－ - － ○ ⑦ ① デジタルツールを活用した情報発信
を行うための環境を全庁に提供済

－ －

北海道Society5.0を推進し、未来技
術を活用した将来にわたり安全・安
心で豊かな社会の実現を図るため、
行政のデジタル化の推進や道民の
利便性向上は重要であることから、
取組の一層の推進を検討すること。

現状維
持

ソーシャルメディア間での連携を強
化し、より広く情報が発信されるよう
取り組む。

0308 事務 民間企業等を活用した情報発信 ②

民間企業等とのタイアップ事業者
や、包括連携協定を活用した協働
広報の実施（街頭大型ビジョン、レ
シート等）

広報広
聴課

0 0 0.3 0.0 0.3 2,343 現状維
持

道政の動きや施策を周知するため、
民間企業等を活用した情報発信を
引き続き行う必要があるため。

－ ④ ①
可能な範囲で電話やオンラインでの
打合せとするなど見直しを実施済
み。

－ ⑦ ①
可能な範囲で電話やオンラインでの
打合せとするなど見直しを実施済
み。

○ ①
可能な範囲で電話やオンラインでの
打合せとするなど見直しを実施済
み。

現状維
持

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

令和３年度　事務事業評価調書 総合政策部

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

施策を構成しない事務事業

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

1／4 総合政策部



二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

0309 事務
情報政策費事務費（ホームページ
管理・運営）

①

道の公式ホームページのコンテンツ
管理システムの運用保守、トップ
ページ、共通ページの管理、各部局
等のホームページの指導等の企
画・管理・運営を行う。

広報広
聴課

0 0 1.0 0.0 1.0 7,810
現状維

持

引き続き、行政情報や各種情報に
ついて、ホームページを活用した効
果的な発信が必要なため。

－ - － ○ ⑦ ①
デジタルツールを活用した情報発信
を行うための環境を全庁に提供済

－ －

北海道Society5.0を推進し、未来技
術を活用した将来にわたり安全・安
心で豊かな社会の実現を図るため、
行政のデジタル化の推進や道民の
利便性向上は重要であることから、
取組の一層の推進を検討すること。

現状維
持

ウェブアクシビリティとユーザビリ
ティに対応したより効果的な情報発
信に取り組む。

0310 事務
情報システム推進費（魅力のコンテ
ンツ発信事業）

①

地域からの情報発信や情報交流を
促進するため、魅力あふれる情報を
メールマガジンやウェブサイト「ミライ
ノート」などにより広く発信する。

広報広
聴課

0 0 0.2 0.1 0.3 2,343
現状維

持

引き続き、地域の情報や魅力あふ
れる情報を広く発信する必要がある
ため。

－ - － ○ ⑦ ①
すでにデジタルツールを活用した発
信を行っており対応済

－ －

北海道Society5.0を推進し、未来技
術を活用した将来にわたり安全・安
心で豊かな社会の実現を図るため、
行政のデジタル化の推進や道民の
利便性向上は重要であることから、
取組の一層の推進を検討すること。

現状維
持

ソーシャルメディア間での連携を強
化し、より広く情報が発信されるよう
取り組む。

0311 一般 報道関係連絡費 ①

道民との情報共有及び道民の行政
参加の促進を図るため、報道関係
者へのレクチャーや記者会見、資料
配付などの手段により、道政情報を
報道関係者に適宜提供し、パブリシ
ティ活動を行う。

広報広
聴課

1,329 1,329 5.5 2.8 8.3 66,152
現状維

持
引き続き、パブリシティ活動を行う必
要があるため。

－ ④ －
各種報道対応・会見は対面で行う
必要がある。

－ ⑥ ①
知事の記者会見動画をリアルタイム
及び後日アーカイブで配信してお
り、一部対応済み。

○ －
各種報道対応・会見は対面で行う
必要がある。

現状維
持

0312 事務 広報広聴課総合調整等業務 －
管理・監督、職員の服務・研修、道
議会事務、文書事務、予算・決算等
課内の庶務に関する事務全般

広報広
聴課

0 0 2.0 0.0 2.0 15,620 現状維
持

引き続き、広報広聴課総合調整等
業務を行う必要があるため。

－ - － － - － － － 現状維
持

0313 一般 広聴活動促進費 ③

｢振興局長等の広聴活動｣、｢道民意
識調査｣、インターネットを活用した
アンケート調査により広く道民の声
を聞き、道政に関する道民ニーズを
的確に把握し、道政に反映させるこ
とにより道民参加の開かれた道政を
推進する。

広報広
聴課

2,135 2,135 0.5 1.7 2.2 19,317
現状維

持
引き続き、広聴活動を促進する必要
があるため。

－ ④ ①

道民意識調査は居住地などが均一
となるよう対象者を住民基本台帳か
ら抽出する必要があるため、オンラ
イン調査とすることは困難だが、イン
ターネット回答を可能としている。
（一部対応済み）

－ ⑥ ①

道民意識調査は居住地などが均一
となるよう対象者を住民基本台帳か
ら抽出する必要があるため、オンラ
イン調査とすることは困難だが、イン
ターネット回答を可能としている。
（一部対応済み）

○ ①

道民意識調査は居住地などが均一
となるよう対象者を住民基本台帳か
ら抽出する必要があるため、オンラ
イン調査とすることは困難だが、イン
ターネット回答を可能としている。
（一部対応済み）

現状維
持

0314 事務 その他広聴業務 ②
広報広聴推進会議に関する事務、
広報広聴連絡会議に関する事務な
どを行う。

広報広
聴課

0 0 1.0 0.0 1.0 7,810
現状維

持
引き続き、広聴業務を行う必要があ
るため。

－ ④ ②
オンラインやペーパーレスの会議実
施を検討。

－ ⑥ ②
オンラインやペーパーレスの会議実
施を検討。

○ ②
オンライン会議の実施など開催方法
を検討。

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
会議の事前打ち合わせをオンライン
で行うこととした。

0401 一般 道政苦情審査費 ④ 道の機関に対する苦情申立てに関
しての審査、公表等

道政相
談セン
ター

8,717 8,717 0.8 0.0 0.8 14,965 現状維
持

条例等に基づき、簡易迅速に道民
の権利利益の保護を図り、道政に
対する信頼確保等に資するため、
苦情審査委員制度を運用する。

－ ④ ① 電子申請による受付対応済み － ⑥ ① 電子申請による受付対応済み ○ ① 電子申請による受付対応済み
現状維

持

0402 事務 公益通報に関する事務 ④ 知事に対する公益通報の受け付
け、処理結果の取りまとめ事務

道政相
談セン
ター

0 0 0.2 0.0 0.2 1,562 現状維
持

法令等に基づき、事業者等の法令
遵守の確保、通報した労働者の保
護のため、公益通報としての業務を
行う。

－ ④ ① 電子メール等による受付対応済み － ⑥ ① 電子メール等による受付対応済み ○ ① 電子メール等による受付対応済み
現状維

持

0403 事務 道政相談に関する事務 ④ 道民からの相談、苦情、要望等を受
け付け、処理する事務

道政相
談セン
ター

0 0 3.0 0.0 3.0 23,430 現状維
持

道政に対する信頼確保、住民サー
ビスの向上に資するため、道民から
の相談等を適切に処理する。

－ ④ ① 電子メール等による受付対応済み － ⑥ ① 電子メール等による受付対応済み ○ ① 電子メール等による受付対応済み
現状維

持

0404 事務 道政相談センター総合調整等業務 －
引き続き、道政相談センター業務の
総合的かつ円滑な実施を図る。

道政相
談セン
ター

0 0 2.0 0.0 2.0 15,620
現状維

持
引き続き、苦情審査委員制度等の
円滑な実施を図るため。

－ － － － － － － －
現状維

持

0501 一般 政策調整諸費 ② 庁議等の開催等
政策局
参事

455 455 1.5 1.4 2.9 23,104 現状維
持

引き続き、庁議等の開催に係る事
務を継続する必要があるため。

－ ④ ①
既に、会議開催をオンライン化する
など見直し済であり、引き続き同様
の内容で実施

－ ⑥ ①
既に、会議開催をオンライン化する
など見直し済であり、引き続き同様
の内容で実施

○ ①

既に、会議開催をオンライン化する
など、コロナ禍の状況に応じた内容
に見直し済であり、引き続き同様の
内容で実施

現状維
持

0502 一般 政策開発推進事業費 ②

人口減少や少子高齢化の進行など
により多様化・複雑化する行政課題
などに対応するため、先進事例や有
識者等のノウハウ・知見等も加えな
がら、高度で実行ある政策の実現を
図る。

政策局
参事

4,443 4,443 2.0 1.4 3.4 30,997
現状維

持

引き続き、庁内横断的な政策課題
に関する企画提案を募集し、企画提
案者を含む政策形成チームを設置
して磨き上げ、職員の柔軟な発想や
行動力を活かした検討を行い、道の
施策として実施できるよう、実効ある
政策開発に取り組む。

－ ④ ①
既に、研修会やセミナーなどをオン
ライン化するなど見直し済であり、
引き続き同様の内容で実施

－ ⑥ ①
既に、研修会やセミナーなどをオン
ライン化するなど見直し済であり、
引き続き同様の内容で実施

○ ①

既に、会議開催をオンライン化する
など、コロナ禍の状況に応じた内容
に見直し済であり、引き続き同様の
内容で実施

現状維
持

0503 事務 政策局参事総合調整等業務 －
予算決算、文書管理、議会対応、職
員の服務・給与・福利厚生、物品の
管理に関する事務を行う。

政策局
参事

0 0 1.5 0.0 1.5 11,715 現状維
持

引き続き、政策局における調整業務
を継続する必要があるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0504 事務 知事公約推進 － 知事公約の推進管理及び推進に係
る総合調整等を行う。

政策局
参事

0 0 1.0 0.0 1.0 7,810 現状維
持

引き続き、各公約の推進状況を的
確に把握し、進捗管理を実施する必
要があるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0505 事務 重要政策の企画・調整 －
全庁にまたがる懸案事項等の政策
調整、他部に属さない特定課題へ
の対応等

政策局
参事

0 0 4.0 1.4 5.4 42,174 現状維
持

社会経済情勢の変化に的確に対応
した道政を推進するため、全庁的な
懸案事項の整理や特定課題への対
応が必要であるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0506 事務 重点政策に係る企画・調整 －

道が重点的に取り組むべき政策に
ついて、全庁的な視点の下、各部が
連携するなどにより実効性の高い取
組となるよう政策検討を促進する。

政策局
参事

0 0 2.0 0.0 2.0 15,620 現状維
持

引き続き、道が重点的に取り組むべ
き政策について、全庁的な視点の
下、各部が連携するなどにより実効
性の高い取組となるよう政策検討を
促進する。

－ － － － － － － － 現状維
持

0507 事務 特別な予算措置を伴わない事業 －

特別な予算措置を伴うことなく、道
庁が保有している資源や機能を有
効活用し、政策課題の解決や道民
サービスの向上を図る。

政策局
参事

0 0 1.0 1.1 2.1 16,401 現状維
持

引き続き、特別な予算措置を伴うこ
となく、道が保有している資源や機
能を有効活用し、政策課題の解決
や道民サービスの向上を図る。

－ － － － － － － － 現状維
持

0508 事務 道政執行方針に関する事務 －
道政に臨む基本姿勢や重点政策等
について検討・調整し、「知事道政
執行方針」を策定する。

政策局
参事

0 0 1.0 0.0 1.0 7,810 現状維
持

引き続き、道政に臨む基本姿勢や
重点政策等について検討・調整を行
うことが必要。

－ － － － － － － － 現状維
持

0509 事務
新型コロナウイルス感染症対策有
識者会議等に関する事務

②

新型コロナウイルス感染症対策有
識者会議等に係る総合調整等を行
う。
（会議の運営、意見照会等）

政策局
参事

0 0 2.0 0.0 2.0 15,620 現状維
持

新型コロナウイルス感染症対策の
立案、決定及び実施等にあたり、引
き続き、幅広い見地から有識者の意
見を聴取し、政策に反映することが
必要。

－ ④ ①
既に、会議開催をオンライン化する
など見直し済であり、引き続き同様
の内容で実施

－ ⑥ ①
既に、会議開催をオンライン化する
など見直し済であり、引き続き同様
の内容で実施

○ ①

既に、会議開催をオンライン化する
など、コロナ禍の状況に応じた内容
に見直し済であり、引き続き同様の
内容で実施

現状維
持

0510 事務 政策広報 －
知事・副知事のコメント等の広報事
務の包括的サポート及び行政危機
管理対応

政策局
参事

0 0 2.0 0.8 2.8 21,868 現状維
持

引き続き、政策広報に係る事務を継
続する必要があるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0511 事務 政策局指揮室総合調整等業務 －
新型コロナウイルス感染症対策本
部指揮室内の総括・企画調整等を
行う。

政策局
指揮室

0 0 6.0 1.0 7.0 54,670 現状維
持

引き続き、新型コロナウイルス感染
症対策に係る事務を継続する必要
があるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0512 事務
北海道新型コロナウイルス感染症
対策本部会議の企画運営等業務

②
北海道新型コロナウイルス感染症
対策本部会議の企画運営等を行
う。

政策局
指揮室

0 0 7.0 1.4 8.4 65,604
現状維

持

引き続き、新型コロナウイルス感染
症対策に係る事務を継続する必要
があるため。

－ ④ ①
既に、会議開催をオンライン化する
など見直し済であり、引き続き同様
の内容で実施

－ ⑥ ①
既に、会議開催をオンライン化する
など見直し済であり、引き続き同様
の内容で実施

○ ①

既に、会議開催をオンライン化する
など、コロナ禍の状況に応じた内容
に見直し済であり、引き続き同様の
内容で実施

新型コロナウイルス感染症の状況
を踏まえ、効果的・効率的な執行体
制の構築を進めること。

現状維
持

オミクロン株をはじめとした変異株
の影響やワクチン接種の進捗、治
療薬の開発など、新型コロナウイル
ス感染症を取り巻く状況を見通すこ
とは困難ではあるが、適切な対応に
向けた効果的・効率的な執行体制
の構築を進めていく。

2／4 総合政策部



二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

0605 一般
総合計画費
（計画推進費）

毎年度の政策評価を通じて、北海
道総合計画に掲げる指標の進捗状
況をはじめ、重点戦略計画や特定
分野別計画などを含めた推進状況
の一体的な管理により、計画の着実
な推進を図る。
経済社会情勢の変化等を踏まえた
政策の重点化や新たな課題への対
応するため、北海道総合計画の見
直しも行う。

計画推
進課

6,583 1,848 3.0 0.0 3.0 30,013 縮小

引き続き、北海道総合計画に掲げ
る指標の進捗や重点戦略計画、特
定分野別計画等の推進状況推進状
況の管理を行う。
北海道総合計画の見直し後につい
ては、幅広く周知を行っていく。な
お、R3見直し終了に伴い経費は縮
小。

・普及啓発事業における啓発資材
のペーパレス化・電子化やオンライ
ン開催によるCO2削減や啓発対象
の拡大に向けた取組の促進など、
ゼロカーボン北海道及びSociety5.0
の推進に向け、事業内容を検討す
ること。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

・委託業務における、委託仕様書へ
の脱炭素化やSociety5.0の推進に
資する取組を促す項目の付記や、
プロポーザルの際の提案の追加な
ど、ゼロカーボン北海道及び
Society5.0の推進に向け、事業内容
を検討すること。

縮小

・総合計画の周知のため、出前講座
を実施しているところであり、引き続
き、可能な限りオンラインでの開催
等について検討していく。

・R3年度については、CO2削減や移
動時間の削減、参集範囲の拡大に
向けた取組として、オンライン開催を
実施しているところであり、引き続
き、オンラインにおける開催を検討し
ていく。

・来年度、同様の事業があった場合
には、要領等に「温室効果ガス等の
排出削減や啓発資材の作成配布や
オンライン会議の実施の配慮など」
等を付記することを検討する。
※委託業務については、R３年度の
み

1 一般 総合計画の推進等 ② 東北圏域広域地方計画検討会議へ
の出席など

361 361 361 － ④ ②
資料等についてはインターネット等
で掲載をするなど、積極的にペー
パーレス化を進める。

－ ⑥⑦ ②
資料等についてはインターネット等
で掲載をするなど、積極的にペー
パーレス化を進める。

○ ② 可能な範囲でオンラインでの出席対
応をしていく。

○ ○ ○

2 一般 道民等の意見聴取 ② 道民の意見聴取に係る事業(連携地
域に行き、意見を聴取等)

312 312 312 － ④ ②
資料等についてはインターネット等
で掲載をするなど、積極的にペー
パーレス化を進める。

－ ⑥⑦ ②
資料等についてはインターネット等
で掲載をするなど、積極的にペー
パーレス化を進める。

○ ②
会議の開催方法を可能な範囲で書
面開催やオンライン開催等に見直
す。

○ ○ ○

3 一般 北海道総合計画の普及 ① 北海道総合計画の普及に係る出前
講座等

251 251 251 － ④ ②
資料等についてはインターネット等
で掲載をするなど、積極的にペー
パーレス化を進める。

－ ⑥⑦ ②
資料等についてはインターネット等
で掲載をするなど、積極的にペー
パーレス化を進める。

○ ②
会議の開催方法を可能な範囲で書
面開催やオンライン開催等に見直
す。

○ ○ ○

4 一般 北海道総合計画の見直し ⑥ 新型コロナウイルス感染症等によ
る、総合計画の見直し。

5,659 924 5,659 － ①②③④⑤ ②
委託仕様書に温室効果ガスの排出
削減、吸収等に資する取組を促す
項目を付記の検討

－ ⑥⑦ ②
委託仕様書に、IoT,AI,ICTを積極的
に活用するよう付記することを検
討。

－ － - ○ ○

0606 事務 北海道総合開発委員会運営業務 ②
北海道総合開発委員会、計画部会
の開催

計画推
進課

0 0 3.0 0.0 3.0 23,430
現状維

持
－ ④ ②

資料等についてはインターネット等
で掲載をするなど、積極的にペー
パーレス化を進める。

－ ⑥⑦ ②
資料等についてはインターネット等
で掲載をするなど、積極的にペー
パーレス化を進める。

○ ②
会議の開催方法を可能な範囲で書
面開催やオンライン開催等に見直
す。

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

R3年度については、CO2削減や移
動時間の削減、参集範囲の拡大に
向けた取組として、オンライン開催を
実施しているところであり、引き続
き、オンラインにおける開催を検討し
ていく。

0607 事務 政策評価委員会運営業務 ②

限られた行財政資源を有効に活用
し、政策の合理的な選択と質の向上
を図るとともに、道民への説明責任
を果たすため、北海道政策評価条
例に基づき政策評価の実施などを
行う。

計画推
進課

0 0 7.0 0.0 7.0 54,670 現状維
持

－ ④ ②
資料等についてはインターネット等
で掲載をするなど、積極的にペー
パーレス化を進める。

－ ⑥⑦ ②
資料等についてはインターネット等
で掲載をするなど、積極的にペー
パーレス化を進める。

○ ②
会議の開催方法を可能な範囲で書
面開催やオンライン開催等に見直
す。

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

ペーパーレス化に向けた取組とし
て、委員会において大冊となる資料
はタブレット端末による閲覧とする
ほか、移動に伴う温室効果ガスの
削減に向けた取組として、委員会や
事前の打ち合わせに当たっては、可
能な範囲でオンラインにより実施す
る。

0608 一般
SDGs推進に関する総合調整等業
務

本道における「持続可能な開発目標
（SDGｓ）」の推進を図るため、道民
や道内の企業、団体、NPO等のス
テークホルダーに対する各種普及
啓発の取組を行う。

計画推
進課

1,739 1,739 3.0 0.0 3.0 25,169
現状維

持
引き続き、SDGsの普及啓発活動を
継続する必要があるため

－ － － - － － － － － － －

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

ゼロカーボン北海道及びSociety5.0
の推進に向けて、オンラインを活用
した打合せや研修会等を実施して
いるところであり、今後も多様な主
体の意見も踏まえた上で、オンライ
ン形式での会議等の開催に向けた
検討を進める。

1 一般 地域ネットワーク会議の開催 ②

SDGsの認知や理解促進に向けて、
有識者による講演、SDGsの推進状
況の共有、地元企業との実践実例
報告、参加者による意見交換などを
行う会議を開催する。

831 831 831 － ④ ②

ネットワーク会員等の意見を踏まえ
オンラインの活用を検討
オンラインに対応できれば、移動に
伴う温室効果ガスの削減が可能

－ ⑥⑦ ②

ネットワーク会員等の意見を踏まえ
オンラインの活用を検討
オンラインに対応できれば、参集範
囲の拡大や移動時間の削減が可能

○ ②

ネットワーク会員等の意見を踏まえ
オンラインの活用を検討
オンラインに対応できれば、接触機
会の低減が可能

○ ○ ○

2 一般
市町村におけるSDGs推進のモデル
作成

②

施策等とSDGsの関連付けやSDGs
達成に向けた取組など、市町村の
進捗状況に応じた支援を行うととも
に、そのプロセス等のモデル化を行
い、他の市町村に幅広く発信するこ
とで、道内市町村のSDGs推進を促
す。

396 396 396 － ④ ②

市町村、有識者の意見を踏まえオン
ラインの活用を検討
オンラインに対応できれば、移動に
伴う温室効果ガスの削減が可能

－ ⑥⑦ ②

市町村、有識者の意見を踏まえオン
ラインの活用を検討
オンラインに対応できれば、参集範
囲の拡大や移動時間の削減が可能

○ ②

市町村、有識者の意見を踏まえオン
ラインの活用を検討
オンラインに対応できれば、接触機
会の低減が可能

○ ○ ○

3 一般 北海道SDGs推進主体認証制度 ②

SDGs推進主体認証制度の普及及
び加入促進に向けて、認証企業の
実践実例報告や職員による制度説
明などを行う制度説明会を開催す
る。

512 512 512 － ④ ②
認証企業との調整が必要となるが、
オンラインに対応できれば、移動に
伴う温室効果ガスの削減が可能

－ ⑥⑦ ②
認証企業との調整が必要となるが、
オンラインに対応できれば、参集範
囲の拡大や移動時間の削減が可能

○ ②
認証企業との調整が必要となるが、
オンラインに対応できれば、接触機
会の低減が可能

○ ○ ○

4 一般 民間主体との連携 ②

組織を挙げてSDGs推進に取り組ん
でいる青年会議所などの民間主体
と連携し、認証制度の周知や市町
村モデル構築への参画など、各地
域での連携した取組のさらなる展開
を図る。

0 0 0 － ➃ ②

連携する相手方との調整が必要と
なるが、オンラインに対応できれば、
移動に伴う温室効果ガスの削減が
可能

－ ⑥⑦ ②

連携する相手方との調整が必要と
なるが、オンラインに対応できれば、
参集範囲の拡大や移動時間の削減
が可能

○ ②
連携する相手方との調整が必要と
なるが、オンラインに対応できれば、
接触機会の低減が可能

○ ○ ○

0604 事務 計画推進課総合調整等業務 －
職員の服務、給与事務をはじめ、道
議会事務や予算・決算等の課内庶
務全般にわたる管理事務

計画推
進課

0 0 1.0 0.0 1.0 7,810 現状維
持

引き続き、職員の服務をはじめ、道
議会事務等の課内庶務全般にわた
る管理事務を行う。

－ － － - － － － － － － －
現状維

持

0801 一般 統計課総合調整等業務 －

課内の予算決算、文書管理、議会
対応、広報広聴、職員の服務・給
与・福利厚生、物品の管理、叙勲、
表彰、協議会負担金、調査員の公
務災害及び安全対策、統計調査結
果データの公表・更新、統計相談、
統計思想の普及啓発等に関する事
務など

統計課 0 0 11.0 7.4 18.4 143,704
現状維

持

課内業務の大半が法定受託事務に
関わる事務であり、道の裁量では事
業の拡充や縮小を行うことができな
いため、現状維持とする。

－ － － － － － － －
現状維

持

0802 一般 委託統計費（各省庁統計調査費） ②

統計法、同施行令及び地方自治法
施行令等関係法令に基づき、都道
府県知事が行うこととされている法
定受託事務。（統計課が所管する国
の基幹統計調査に係る事務事業）

統計課 834,173 0 36.0 16.8 52.8 1,246,541
現状維

持

法定受託事務であり、道の裁量で
調査方法など変更することができな
い。調査が継続され国からの委託
内容に変更が生じない限り、事業を
継続して実施していく必要がある。

－ ④ ②
外部（調査員等）の打合せ会などの
際には、オンラインによる打合せを
推進していく。

－ ⑥⑦ ②
外部（調査員等）の打合せ会などの
際には、オンラインによる打合せを
推進していく。

○ ②
外部（調査員等）の打合せ会などの
際には、オンラインによる打合せを
推進していく。

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

国からの委託を受け道が実施して
いる各種会議等については、国の
実施要領等において、その実施方
法や内容が定められていることか
ら、国の意向を踏まえながら、オンラ
イン開催などの検討を行っていく。

0803 一般
統計調整費（諸費（管理研修・確保
対策・諸費））

①
各種統計調査の実施のための統計
調査員関連事務、市町村職員の研
修、統計環境の改善整備など

統計課 24,316 0 2.0 0.0 2.0 39,936
現状維

持

法定受託事務であり、道の裁量で
事業そのものの拡充や縮小など決
定することができない。事業が継続
され国からの委託内容に変更が生
じない限り、事業を継続して実施し
ていく必要がある。

－ ④ ②
外部（調査員等）との研修などの際
には、オンラインによる開催を推進
していく。

－ ⑥⑦ ②
外部（調査員等）との研修などの際
には、オンラインによる開催を推進
していく。

○ ②
外部（調査員等）との研修などの際
には、オンラインによる開催を推進
していく。

普及啓発事業における啓発資材の
ペーパレス化・電子化やオンライン
開催によるCO2削減や啓発対象の
拡大に向けた取組の促進など、ゼロ
カーボン北海道及びSociety5.0の推
進に向け、事業内容を検討するこ
と。

現状維
持

○ ○ ○

国からの委託を受け道が実施して
いる業務研修については、国の実
施要領等において、その実施方法
や内容が定められていることから、
国の意向を踏まえながらオンライン
開催などの検討を行っていく。
道が単独で作成している啓発資材
については、電子化による公開に加
え、道内図書館への配架等を行っ
ていることから、引き続き、事業の成
果が上がるようデータ形式の変更な
どの検討を行っていく。

1605 事務 市町村課総合調整等業務 －

職員の服務・研修、道議会事務、文
書事務、予算・決算等課内の庶務に
関する事務全般、許認可事務等市
町村交付金に関する事務及び管
理・監督事務並びに各種表彰事務、
各種審議会に関する事務

市町村
課

0 0 5.2 3.2 8.4 65,604
現状維

持
引き続き、市町村課の総合調整事
務を継続する必要があるため。

－ － － － － － － －
現状維

持

3／4 総合政策部



二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

1606 一般 市町村振興宝くじ交付金 ②

市町村振興宝くじにおける発売収益
金と時効益金が各都道府県に配分
されその全額を(財)北海道市町村
振興協会に交付

市町村
課

2,633,000 0 0.1 0.0 0.1 2,633,781
現状維

持
引き続き、市町村の振興のため事
務を継続する必要があるため。

－ ④ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑥⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
外部との打合せ等は、オンライン開
催に見直すことで、移動時間の削減
や紙資料の削減を行う。

1607 一般
住民基本台帳ネットワークシステム
推進費

市町村の住民基本台帳のネット
ワーク化を図り住民の利便性を向
上させる住民基本台帳ネットワーク
システムの整備等が図られたが、
ネットワークの安定的稼働と万全な
セキュリティを確保し適切な運営管
理を図る（事務費）

市町村
課

1,544 1,544 1.0 1.5 2.5 21,069
現状維

持

引き続き、住民基本台帳ネットワー
クシステムの安定的稼働とセキュリ
ティ確保を図る必要があるため。

・北海道Society5.0を推進し、未来
技術の活用を前提とした仕組みづく
りを図るため、利用者視点でのデジ
タル化の推進は重要であることか
ら、取組の一層の推進を検討するこ
と。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

・ネットワーク機器の移設に係る調
整やADSL回線が使用されている一
部の回線の光回線化を行うなど、機
能の向上を図る。

・外部との打合せ等は、オンライン
開催に見直すことで、移動時間の削
減や紙資料の削減を行う。

1 一般 連絡調整会議等 ② 661 661 － ④ ②
会議の開催方法をWEB開催で見直
し

○ ⑦ ②
会議の開催方法をWEB開催で見直
し

○ ②
会議の開催方法をWEB開催で見直
し

○ ○ ○

2 一般 市町村連絡会 ② － ④ ①
事業内容において、すでにオンライ
ン化に対応済みであるため。

○ ⑦ ①
事業内容において、すでにオンライ
ン化に対応済みであるため。

○ ①
事業内容において、すでにオンライ
ン化に対応済みであるため。

3 一般 担当者研修会 ② 309 309 － ④ ②
会議の開催方法をWEB開催で見直
し

○ ⑦ ②
会議の開催方法をWEB開催で見直
し

○ ②
会議の開催方法をWEB開催で見直
し

○ ○ ○

4 一般 個人情報セキュリティ講習会 ② 574 574 － ④ ②
会議の開催方法をWEB開催又は書
面開催に見直し、開催予定（今秋～
今冬）

○ ⑦ ②
会議の開催方法をWEB開催又は書
面開催に見直し、開催予定（今秋～
今冬）

○ ②
会議の開催方法をWEB開催又は書
面開催に見直し、開催予定（今秋～
今冬）

○ ○ ○

1608 維持費
住民基本台帳ネットワークシステム
推進費

②

市町村の住民基本台帳のネット
ワーク化を図り住民の利便性を向
上させる住民基本台帳ネットワーク
システムの整備等が図られたが、
ネットワークの安定的稼働と万全な
セキュリティを確保し適切な運営管
理を図る（維持費）

市町村
課

2.0 1.5 3.5 27,335
現状維

持

引き続き、住民基本台帳ネットワー
クシステムの安定的稼働とセキュリ
ティ確保を図る必要があるため。

－ ④ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑥⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

・北海道Society5.0を推進し、未来
技術の活用を前提とした仕組みづく
りを図るため、利用者視点でのデジ
タル化の推進は重要であることか
ら、取組の一層の推進を検討するこ
と。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

・住民基本台帳ネットワークシステ
ム運用に係る法令等の改正内容や
技術的事項等に係る研修会を開催
するなど、当該システムを利用する
職員の知識の習得及びセキュリティ
意識の向上を図る。

外部との打合せ等は、オンライン開
催に見直すことで、移動時間の削減
や紙資料の削減を行う。

1609 一般 夕張市財政再生支援対策費補助金 ②

夕張市の財政再建に向けた道の支
援策として、夕張市が発行した再生
振替特例債の利子負担の低減を図
るため、毎年度の利子償還額の一
部について補助する。

市町村
課

35,108 35,108 0.2 0.0 0.2 36,670
現状維

持

引き続き、夕張市の財政再建に向
けた道の支援を継続する必要があ
るため。

－ ④ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑥⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
外部との打合せ等は、オンライン開
催に見直すことで、移動時間の削減
や紙資料の削減を行う。

1610 一般 自衛隊員募集費 ②
自衛隊法に基づく法定受託事務で
ある自衛官募集事務を円滑に推進
する

市町村
課

712 0 0.2 1.5 1.7 13,989
現状維

持
法定受託事務のため。 － ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑥⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
外部との打合せ等は、オンライン開
催に見直すことで、移動時間の削減
や紙資料の削減を行う。

1611 事務 市町村振興基金に関する事務 －
北海道市町村振興基金条例に基づ
く基金の貸付・収納事務等に関する
事務

市町村
課

0 0 0.5 3.2 3.7 28,897 現状維
持

引き続き、市町村の振興のため事
務を継続する必要があるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0 3,830,811 326,980 169.2 52.1 221.3 ■令和４年度　新規事業

 

計
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